
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第26号 

答申番号：令和７年度答申第29号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

本件審査請求については、原処分中返還額20万円を超える部分は取り消され

るべきであり、その余の部分は棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、次のとおり、原処分（生活保護費返還処分）は違法又は不当であ

ると主張しているものと解される。 

(1) 生活保護法（以下「法」という。）による保護（以下「保護」という。）

申請時において処分庁に児童手当に関する収入申告をしており、児童手当７

か月分に相当する保護費（以下「本件過支給」という。）は処分庁の過失に

より生じたものであるから、請求人は本件過支給を知らずに、全て生活費と

して費消しており、返還に充てる金銭は存在しない。よって、原処分は、最

低限度の生活の保障の趣旨に反し、世帯の自立を著しく阻害し、社会通念に

照らしても著しく妥当性を欠くといわざるを得ない。 

(2) 昨今の物価高騰、生活必需品の値上げもあり、自律的な生活を著しく阻害

し、最低限度の生活保護の社会通念に対しても著しくその妥当性を欠くもの

であるから、原処分に係る返還額の全額を免除すべきである。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

本件過支給の使途について、処分庁が請求人から何度も状況を聞き取った上

で、法第63条等に基づき、本件過支給の一部又は全部を免除できるかの具体的

な検討を行った。その結果、原処分による返還の対象となった請求人の過支給

分児童手当の使途について、冬期間の暖房費、子どもの誕生日プレゼントの

ゲーム購入費、外食費等は、世帯の自立更生のためのやむを得ない用途に充て

られたものとは認められないと判断したことから、原処分に違法又は不当な点

はない。 



   

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又は

不当な点は認められない。 

 ２ 請求人は、本件過支給によって、厚生労働大臣の定める基準により測定した

要保護者の需要（以下「最低生活費」という。）を上回る資力を有していたと

言わざるを得ず、また、保護金品の全額を返還額とすることが当該世帯の自立

を著しく阻害すると認められるような場合は、規定の範囲において、それぞれ

の額を本来の要返還額から控除して返還額を決定する取扱いとして差し支え

ないとされているところ、処分庁は、請求人に対して本件過支給の使途を複数

回にわたって再確認した上で、返還額から控除を行うことができる範囲の金額

はないと判断して原処分を行ったものであり、法令等に照らし、原処分に違法

又は不当な点は認められない。 

 ３ 保護費が過支給となった原因が処分庁の過失であったとしても、現に請求人

は最低生活費を上回る資力を得ていたことに変わりなく、本件過支給に相当す

る金額について返還を求めることに、違法又は不当な点は認められない。また、

請求人においては、本件過支給に相当する金銭は本来受給できなかったもので

あることに鑑みれば、他の法律に定める扶助を活用しつつ法令等に基づき適正

に算出された保護費を受給している他の被保護者との均衡を失するものであ

る。そうすると、本件過支給全額を返還請求することとした処分庁の判断に誤

りがあるとはいえない。 

 ４ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張には理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年10月30日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同年11月６日、21日及び同年12月８日の

審査会において、調査審議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる



ものとされている（法第４条第１項）。 

また、保護の実施機関は、常に、被保護者の生活状態を調査し、保護の変更

を必要とすると認めるときは、速やかに、職権をもってその決定を行わなけれ

ばならないとされている（法第25条第２項）。 

そして、被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかかわらず、保

護を受けたときは、保護に要する費用を支弁した都道府県又は市町村に対し

て、速やかに、その受けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実

施機関の定める額を返還しなければならないとされている（法第63条）。 

保護費の返還の決定に係る事務は、地方自治法における法定受託事務とされ

ており、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準

（以下「処理基準」という。）を定めている。処理基準によれば、保護金品の

全額を返還額とすることが当該世帯の自立を著しく阻害すると認められるよ

うな場合は、当該世帯の自立更生のためのやむを得ない用途に充てられたもの

であって、地域住民との均衡を考慮し、社会通念上容認される程度として実施

機関が認めた額等の範囲において、それぞれの額を本来の要返還額から控除し

て返還額を決定する取扱いとして差し支えないとされている。 

そこで本件についてみると、請求人は月額５万円の児童手当を受給していた

にもかかわらず、処分庁が令和５年６月から同年12月までの保護費について当

該児童手当を収入認定しなかったことより、本件過支給が生じたことが認めら

れる。この点、当該期間において請求人は最低生活費を上回る資力を有してい

たといわざるを得ない。 

しかしながら、請求人は同年４月の保護申請の際に児童手当を受給している

ことを申告していることが認められ、本件過支給が生じた原因は、処分庁の過

誤により児童手当の収入認定が行われなかったことによるものと認められる。

加えて、処分庁は、保護の実施機関として、常に、被保護者の生活状態を調査

し、保護の変更を必要とすると認めるときは、速やかに、職権をもってその決

定を行うものとされていることに鑑みれば、処分庁は同年10月に請求人から通

帳の写しの提供を受ける等しているのであるから、遅くともこの時点において

請求人の児童手当の収入認定を行っていない事実を覚知し、その過誤を是正し

得たというべきである。 

そうすると、同年10月から同年12月までの児童手当15万円に相当する保護費

について、その返還を求めることは請求人にとって酷であるといわざるを得な



い。 

したがって、同年６月から同年９月までの児童手当20万円に相当する保護費

について返還を求めることは適法かつ正当であると認められるものの、当該期

間を除いた児童手当15万円に相当する保護費の返還を求めた部分に係る処分

庁の判断は違法なものであるといわざるを得ない。 

以上のとおり、原処分中返還額20万円を超える部分は取り消されるべきであ

り、審理員の審理手続及びこれを踏まえて本件審査請求を棄却するべきである

とした審査庁の判断は妥当とはいえないから、前記第１のとおり、答申する。 
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